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v. Mayer of New Bedford２９N. E.５１７（１８９２）（括弧内筆者）。
１２）Shelton v. Tucker,３６４U. S.４７９（１９６０）.
１３）Pickering v. Board of Education of Township High School District２５０, Will Country,３９１U.
S.５６３.（以下，Pickering判決）






















































１９）Givhan v. Western Line Consolidated School District et al.,４３９U. S.４１０（１９７９）.
２０）Rankin et al. v. McPherson,４８３U. S.３７８（１９８７）.

























２２）Connick v. Myers,４６１U. S.１３８（１９８３）.
２３）Id., at１５１‐１５２.




























２６）Gil Garcetti et al., Petitioners v. Richard Ceballos,５４７U. S.４１０（２００６）.
２７）３６１F.３d１１６８（９th Cir.２００４）.













































































































































































２４８ 松山大学論集 第２４巻 第６号



























４３）False Claims Act of１９８６,５U. S. C. SEC.２３０２（b）（８）.




























当な理由」の立証責任の配分，である。See, supra note４５at SEC.１２１４（b）（４）（）, SEC.
１２２１（e）（２）.
４８）丸田隆「企業の不正行為と内部告発責任」法セ５４９号８２頁。







































































































































































５７）Brennan, Address,３２Rutgers L. Rev.１７３（１９７９）（括弧内筆者）。

























































２５８ 松山大学論集 第２４巻 第６号
分かれており，積極的な意見は少数意見に止まっているのが現状である。しか
し，法律上の保護については，スーター判事の指摘の通り未だ不十分ではある
ものの，ヴォーン教授のように公務員による公益通報に独自の意義を認め，民
間セクターとは異なる独自の法制度によって保護されている。これに対して，
わが国の公益通報者保護制度を見るに，公務員による公益通報の保護について
は，公益通報者保護法の中に規定があるものの，具体的には現行法の解釈の同
法への合致を求める７条と法的効力の曖昧なガイドラインのみであり，公務員
の守秘義務等の法的義務との調整についても，ほとんど整備されていないのが
現状である。公務員による公益通報は，民間セクターの公益通報と異なり，政
府保有情報に対する「国民の知る権利」，そして「多様な情報の流通」という
社会的価値の実現に資するという独自の意義を有している。公務員による公益
通報保護制度は，そのような理解に基づき構築していく必要があるが，現行の
制度には十分に反映されているとはとても言い難い。公務員の表現行為に対す
る評価と共に法制度についても公務員による公益通報の独自の意義を十分に活
かすような形に再構築していく必要があろう。
表現の自由理論において「公務員」という表現主体の特性は，これまで専ら
自由の制限という消極的意味のみを指し，議論もその特性に応じて一般私人に
比してどこまでの自由の制限が可能かという点に収斂されてきたように思われ
る。本稿では公務員による公益通報の持つ表現の自由の積極的側面及び客観的
側面に対する意義に着目し，「公務員」という表現主体の特性により積極的な
意義を見出すことを試みた。しかしながら，このことから直ちに公務員の表現
全てに一般国民とは異なる独自の憲法上の保護が与えられるようになるとはい
えず，その可能性の一端を極めて限られた形で示したにすぎない。「公務員」と
いう表現主体の特性の持つ積極的意義の射程については今後の課題としたい。
（付記：本稿は「２０１１年度松山大学特別研究助成」による研究成果の一部である。）
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